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様式第1号

入札説明書等に関する質問書

別添、Microsoft Excelファイルをダウンロードして記入して下さい。

様式第2号[1/2]

入札参加表明書

令和　　年　　月　　日

岡山市長　　様

	グループ名　
	

	代表企業　　商号又は名称
	

	住所　
	

	代表者名　
	
	㊞


下記の総合評価一般競争入札に参加したいので、指定の書類を添えて申請をいたします。なお、落札者となった場合には、本入札条件を全て受諾し、基本協定書（案）の書式による基本協定を締結することを誓約します。

記

１　入札方法　　　総合評価一般競争入札

２　公告年月日　　令和３年４月８日
３　事業名称　　　岡山市可燃ごみ広域処理施設整備・運営事業
４　履行場所　　　岡山市南区豊成一丁目4番1号ほか
	５　連絡先
	商号又は名称　
	

	
	所属　
	

	
	氏名　
	
	㊞

	
	電話　
	

	
	FAX　
	

	
	E-mail　
	


	６　グループ構成
	グループ名
	

	代表企業　　　　商号又は名称
	

	住所
	

	代表者名
	
	㊞

	　構成企業　　　　商号又は名称
	

	住所
	

	代表者名
	
	㊞


※欄が足りない場合は、本様式に準じて追加・作成すること。

様式第2号[2/2]

７　添付書類

	構成企業について必要な書類

	□
	構成企業一覧表（様式第3号を参照）

	□
	委任状（代表企業）（様式第4号-1を参照）

	□
□
□
□
	委任状（代理人）（様式第4号-2を参照）
特定共同企業体結成届出書（必要に応じて適切なものを提出すること。（様式第5号-1及び様式第5号-4を参照））
建設工事特定共同企業体協定書（必要に応じて適切なものを提出すること。（様式第5号-2及び様式第5号-5を参照））
運営管理業務特定共同企業体協定書（様式第5号-3を参照）　

	□
	印鑑証明書（入札説明書等の公表日以降に交付されたもの。）

	□
	使用印鑑届（実印に代わる印鑑を契約等に使用する場合。様式は任意。）

	
	※ただし、岡山市競争入札参加資格及び審査等に関する事項についてに基づき岡山市一般競争（指名競争）入札参加資格有資格者名簿又は特定調達名簿に登載されている者は、当該名簿に登載されている届出印を使用すること。その場合、印鑑証明書及び使用印鑑届の提出は不要である。

	設計企業について必要な書類

	□
	「入札説明書　第３－１－（２）－１）－エ」の実績を証する書類（様式第6号-1を参照）

	
	

	解体企業について必要な書類

	□
	「入札説明書　第３－１－（２）－２）－オ」の実績を証する書類　（様式第6号-2を参照）

	□
	「入札説明書　第３－１－（２）－２）－エ」を証する最新の経審の写し

	建設企業について必要な書類

	□
	「入札説明書　第３－１－（２）－３）－オ」の実績を証する書類　（様式第6号-3を参照）

	□
	「入札説明書　第３－１－（２）－３）－エ」を証する最新の経審の写し

	プラント建設企業について必要な書類

	□
	「入札説明書　第３－１－（２）－４）－エ」の実績を証する書類　（様式第6号-4を参照）

	□
	「入札説明書　第３－１－（２）－４）－オ」を証する最新の経審の写し

	運営管理企業について必要な書類

	□
	「入札説明書　第３－１－（２）－５）－ウ～オ」の実績を証する書類（様式第6号-5を参照）

	焼却灰運搬及び飛灰運搬企業について必要な書類

	□
	「入札説明書　第３－１－（２）－６）－ウ」を証する書類（様式第6号-6を参照）

	焼却灰資源化及び飛灰資源化企業について必要な書類

	□
	「入札説明書　第３－１－（２）－７）－エ」の実績を証する書類（様式第6号-7を参照）


※添付書類名をチェックしてください。

様式第3号［1/5］

構成企業一覧表
令和　　年　　月　　日

岡山市長　　様

	グループ名　
	


	代表企業

	商号又は名称
	

	住所
	

	代表者名
	

	担当者
	氏名
	

	
	所属
	

	
	住所
	

	
	電話
	

	
	FAX
	

	
	E-mail
	


	設計企業（建屋及び土木・外構施設等担当）

	商号又は名称
	

	住所
	

	代表者名
	

	担当者
	氏名
	

	
	所属
	

	
	住所
	

	
	電話
	

	
	FAX
	

	
	E-mail
	


※代表企業等が兼任する場合にも省略はせず各欄に記入すること。

	設計企業（プラント担当）

	商号又は名称
	

	住所
	

	代表者名
	

	担当者
	氏名
	

	
	所属
	

	
	住所
	

	
	電話
	

	
	FAX
	

	
	E-mail
	


※代表企業等が兼任する場合にも省略はせず各欄に記入すること。

様式第3号［2/5］
	解体企業

	商号又は名称
	

	住所
	

	代表者名
	

	担当者
	氏名
	

	
	所属
	

	
	住所
	

	
	電話
	

	
	FAX
	

	
	E-mail
	


※代表企業等が兼任する場合にも省略はせず各欄に記入すること。

	土木建築建設企業

	商号又は名称
	

	住所
	

	代表者名
	

	担当者
	氏名
	

	
	所属
	

	
	住所
	

	
	電話
	

	
	FAX
	

	
	E-mail
	


※代表企業等が兼任する場合にも省略はせず各欄に記入すること。

	プラント建設企業

	商号又は名称
	

	住所
	

	代表者名
	

	担当者
	氏名
	

	
	所属
	

	
	住所
	

	
	電話
	

	
	FAX
	

	
	E-mail
	


※代表企業等が兼任する場合にも省略はせず各欄に記入すること。
	運営管理企業

	商号又は名称
	

	住所
	

	代表者名
	

	担当者
	氏名
	

	
	所属
	

	
	住所
	


	
	電話
	

	
	FAX
	

	
	E-mail
	


※代表企業等が兼任する場合にも省略はせず各欄に記入すること。

様式第3号［3/5］
	焼却灰運搬企業

	商号又は名称
	

	住所
	

	代表者名
	

	担当者
	氏名
	

	
	所属
	

	
	住所
	

	
	電話
	

	
	FAX
	

	
	E-mail
	


※代表企業等が兼任する場合にも省略はせず各欄に記入すること。

	飛灰運搬企業

	商号又は名称
	

	住所
	

	代表者名
	

	担当者
	氏名
	

	
	所属
	

	
	住所
	

	
	電話
	

	
	FAX
	

	
	E-mail
	


※代表企業等が兼任する場合にも省略はせず各欄に記入すること。

	焼却灰資源化企業

	商号又は名称
	

	住所
	

	代表者名
	

	担当者
	氏名
	

	
	所属
	

	
	住所
	

	
	電話
	

	
	FAX
	

	
	E-mail
	


※代表企業等が兼任する場合にも省略はせず各欄に記入すること。

	飛灰資源化企業

	商号又は名称
	

	住所
	

	代表者名
	

	担当者
	氏名
	

	
	所属
	

	
	住所
	

	
	電話
	

	
	FAX
	

	
	E-mail
	


※代表企業等が兼任する場合にも省略はせず各欄に記入すること。

様式第3号［4/5］
	［　　　　　　　　　　］企業

	商号又は名称
	

	住所
	

	代表者名
	

	担当者
	氏名
	

	
	所属
	

	
	住所
	

	
	電話
	

	
	FAX
	

	
	E-mail
	


※代表企業等が兼任する場合にも省略はせず各欄に記入すること。
※記入欄が足りない場合は、様式第3号［5/5］を使用して枚数を増やすこと。
様式第4号-1
委任状（代表企業）
令和　　年　　月　　日

岡山市長　　様

	構成企業　　　　商号又は名称
	

	住所
	

	代表者名
	
	㊞


※欄が足りない場合は、本様式に準じて追加・作成してください。
私は、下記の代表企業代表者を代理人と定め、入札参加表明書の提出日から特定事業契約の締結日までの期間、「岡山市可燃ごみ広域処理施設整備・運営事業」に係る岡山市との契約について、次の権限を委任します。
記

	１　代理人　　
	代表企業代表者　商号又は名称
	

	
	所属
	

	
	代表者名
	
	㊞


２　委任事項

（１）入札への参加表明について
（２）入札辞退について

（３）入札及び提案に関することについて

（４）入札への参加資格確認申請について
（５）本件事業に関する特定事業契約に関することについて

（６）復代理人の選任について
様式第4号-2
委任状（代理人）※1
令和　　年　　月　　日

岡山市長　　様

	代表企業代表者　商号又は名称
	

	住所
	

	代表者名
	
	㊞


　私は、下記の者を代理人と定め、入札参加表明書の提出日から特定事業契約の締結日までの期間、「岡山市可燃ごみ広域処理施設整備・運営事業」に係る岡山市との契約について、次の権限を委任します。

記

	１　代理人　　
	商号又は名称
	

	
	住所
	

	
	役職名
	

	
	氏名
	
	㊞


２　委任事項

（１）入札への参加表明について
（２）入札辞退について

（３）提案に関することについて

（４）入札への参加資格確認申請について
（５）本件事業に関する特定事業契約に関することについて

代理人使用印鑑


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  印


※1 本委任状は代表企業の受任者が復代理人に事務手続きを委任する様式である。
様式第5号-1
令和　　年　　月　　日
特定共同企業体結成届出書（甲型JV）
岡山市長　　大森　雅夫 　様
届出者（特定共同企業体の代表者）
住　　　　所
商号又は名称
代表者の氏名　　　　　　　　　　　　　　印
このたび、貴市が発注する岡山市可燃ごみ広域処理施設整備・運営事業の入札に参加したく、次のとおり特定共同企業体を結成したのでお届けします。
	特定共同企業体の名称
	

	構　成　企　業
	商号又は名称
	許可番号
	許可年月日
	許可業種

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	工事の施工方法
	共同施工方式（運営管理業務にあっては共同管理方式）

	構成企業の出資の割合
	

	
	

	
	


様式第5号-2
建設工事特定共同企業体協定書（甲型JV）
（目的）
第１条　この共同企業体は、次の建設工事を共同連帯して営むことを目的とする。
（１）　岡山市発注に係る岡山市可燃ごみ広域処理施設整備・運営事業における岡山市可燃ごみ広域処理施設建設工事（当該工事内容の変更に伴う業務を含む。以下、単に「工事」という。）の請負
（２） 前号に付帯する事業
（名称）
第２条　この共同企業体は、　　　　　　　　　　　　　　　　　　　特定共同企業体と称する。
（事務所の所在地）
第３条　この共同企業体は、事務所を　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　に置く。
（成立の時期及び解散の時期）
第４条　この共同企業体は、令和　　年　　月　　日に成立し、当建設工事の請負契約の履行後３か月を経過するまでの間は、解散することができない。
２　前項の存続期間は、構成企業全員の同意を得て、これを延長することができる。
３　建設工事を請け負うことができなかったときは、この共同企業体は、前項の規定にかかわらず、当建設工事に係る委託契約が締結された日に解散するものとする。
　（構成企業の住所及び名称）
第５条　この共同企業体の構成企業は、次のとおりとする。
住　　　　所
　　　　　商号又は名称
　　　　　住　　　　所
　　　　　商号又は名称
住　　　　所
　　　　　商号又は名称
　（代表者の名称）
第６条　この共同企業体は、　　　　　　　　　　　　　を代表者とする。
　（代表者の権限）
第７条　この共同企業体の代表者は、建設工事の実施に関し、この共同企業体を代表してその権限を行うことを名義上明らかにした上で、建設工事に係る契約の締結、発注者、監督官庁等と折衝する権限並びに請負代金（前払金を含む。）の請求、受領及びこの共同企業体に属する財産を管理する権限を有するものとする。
　（構成企業の出資の割合）
第８条　各構成企業の出資の割合は、次のとおりとする。ただし、当該工事について発注者と契約内容の変更増減があっても、構成企業の出資の割合は変わらないものとする。
　　　　　商号又は名称　　　　　　　　　　　　　　　　　　％
　　　　　商号又は名称　　　　　　　　　　　　　　　　　　％
　　　　　商号又は名称　　　　　　　　　　　　　　　　　　％
２　金銭以外のものによる出資については、時価を参酌の上構成企業が協議して評価するものとする。
　（運営委員会）
第９条　企業体は、構成企業全員をもって運営委員会を設け、組織及び編成並びに建設工事の施工の基本に関する事項、資金管理方法、下請企業の決定その他のこの共同企業体の運営に関する基本的かつ重要な事項について協議の上決定し、建設工事の完成に当たるものとする。
　（構成企業の責任）
第10条　各構成企業は、建設工事の請負契約の履行及び下請契約その他の建設工事の実施に伴い企業体が負担する債務の履行に関し、連帯して責任を負うものとする。
　（取引金融機関）
第11条　企業体の取引金融機関は、　　　　　　　　　　とし、この共同企業体の名称を冠した代表者名義の別口預金口座によって取引するものとする。
　（決算）
第12条　企業体は、建設工事完成後決算するものとする。
　（利益金の配当の割合）
第13条　決算の結果利益を生じた場合には、第８条に規定する出資の割合により構成企業に利益金を配当するものとする。
　（欠損金の負担の割合）
第14条　決算の結果欠損金を生じた場合には、第８条に規定する割合により構成企業が欠損金を負担するものとする。
　（権利義務の譲渡の制限）
第15条　本協定書に基づく権利義務は他人に譲渡することができない。
　（工事途中における構成企業の脱退に対する措置）
第16条　構成企業は、発注者及び構成企業の承認がなければ、この共同企業体が建設工事を完成する日までの間は、脱退することができない。
２　構成企業のうち建設工事途中において前項の規定により脱退した者がある場合においては、残存する構成企業が建設工事を完了する。
３　第２項の規定により構成企業のうち脱退した者があるときは、残存構成企業の出資の割合は、脱退構成企業が脱退前に有していたところの出資の割合を、残存構成企業が有している出資の割合により分割し、これを第８条に規定する割合に加えた割合とする。
４　脱退した構成企業の出資金の返還は、決算の際行うものとする。ただし、決算の結果欠損金を生じた場合には、脱退した構成企業の出資金から構成企業が脱退しなかった場合に負担すべき金額を控除した金額を返還するものとする。
５　決算の結果利益を生じた場合は、脱退した構成企業には利益金の配当は行わない。
　（構成企業の除名）
第16条の２　この共同企業体は、構成企業のうちいずれかが、建設工事途中において重要な義務の不履行その他の除名し得る正当な事由を生じた場合においては、他の構成企業全員及び発注者の承認により当該構成企業を除名することができるものとする。
２　前項の場合において、除名した構成企業に対してその旨を通知しなければならない。
３　第１項の規定により構成企業が除名された場合においては、前条第２項から第５項までを準用するものとする。
　（建設工事途中における構成企業の破産又は解散に対する措置）
第17条　構成企業のうちいずれかが建設工事途中において破産又は解散した場合においては、第16条第２項から第５項までを準用するものとする。
　（解散後の契約不適合責任）
第18条　この共同企業体が解散した後においても、当該工事につき契約不適合事項があったときは、各構成企業は共同連帯してその責めに任ずるものとする。
　（その他）
第19条　この協定書に定めのない事項については、運営委員会において定めるものとする。
　　　　　　　　　　　外　社は、上記のとおり　　　　　　　　　　　　　　　　　特定共同企業体協定を締結したので、その証としてこの協定書【　　　】通を作成し、構成企業が記名押印の上、各自１通を所有し、１通を岡山市長に提出するものとする。
　　　　令和　　年　　月　　日
住　　　　所　　　　　　　　　　　
商号又は名称　　　　　　　　　　　
代表者の氏名　　　　　　　　　　　
住　　　　所　　　　　　　　　　　
商号又は名称　　　　　　　　　　　
代表者の氏名　　　　　　　　　　　
住　　　　所　　　　　　　　　　　
商号又は名称　　　　　　　　　　　
代表者の氏名　　　　　　　　　　　
様式第5号-3
運営管理業務特定共同企業体協定書（甲型JV）
（目的）
第１条　この共同企業体は、次の業務を共同連帯して営むことを目的とする。
（１）　岡山市発注に係る岡山市可燃ごみ広域処理施設整備・運営事業における岡山市可燃ごみ広域処理施設運営管理業務（当該業務内容の変更に伴う業務を含む。以下、単に「業務」という。）の受託
（２） 前号に付帯する事業又は業務
（名称）
第２条　この共同企業体は、　　　　　　　　　　　　　　　　　　　特定共同企業体と称する。
（事務所の所在地）
第３条　この共同企業体は、事務所を　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　に置く。
（成立の時期及び解散の時期）
第４条　この共同企業体は、令和　　年　　月　　日に成立し、業務の委託契約の履行後３か月を経過するまでの間は、解散することができない。
２　前項の存続期間は、構成企業全員の同意を得て、これを延長することができる。
３　業務を受託することができなかったときは、この共同企業体は、前項の規定にかかわらず、当業務に係る委託契約が締結された日に解散するものとする。
　（構成企業の住所及び名称）
第５条　この共同企業体の構成企業は、次のとおりとする。
住　　　　所
　　　　　商号又は名称
　　　　　住　　　　所
　　　　　商号又は名称
　（代表者の名称）
第６条　この共同企業体は、　　　　　　　　　　　　　を代表者とする。
　（代表者の権限）
第７条　この共同企業体の代表者は、第１条に規定する業務の実施に関し、この共同企業体を代表してその権限を行うことを名義上明らかにした上で、業務に係る契約の締結、発注者、監督官庁等と折衝する権限並びに委託料の請求、受領及びこの共同企業体に属する財産を管理する権限を有するものとする。
　（構成企業の出資の割合）
第８条　各構成企業の出資の割合は、次のとおりとする。ただし、当該業務について発注者と契約内容の変更増減があっても、構成企業の出資の割合は変わらないものとする。
　　　　　商号又は名称　　　　　　　　　　　　　　　　　　％
　　　　　商号又は名称　　　　　　　　　　　　　　　　　　％
２　金銭以外のものによる出資については、時価を参酌の上、構成企業が協議して評価するものとする。
　（運営委員会）
第９条　企業体は、構成企業全員をもって運営委員会を設け、組織及び編成並びに業務の履行の基本に関する事項、資金管理方法、下請企業の決定その他の企業体の運営に関する基本的かつ重要な事項について協議の上決定し、業務の完了に当たるものとする。
　（構成企業の責任）
第10条　各構成企業は、業務の委託契約の履行及び再委託契約その他の業務の実施に伴いこの共同企業体が負担する債務の履行に関し、連帯して責任を負うものとする。
　（取引金融機関）
第11条　この共同企業体の取引金融機関は、　　　　　　　　　　とし、この共同企業体の名称を冠した代表者名義の別口預金口座によって取引するものとする。
　（決算）
第12条　この共同企業体は、年度の業務完了の都度当該業務について決算するものとする。
　（利益金の配当の割合）
第13条　決算の結果利益を生じた場合には、第８条に規定する出資の割合により構成企業に利益金を配当するものとする。
　（欠損金の負担の割合）
第14条　決算の結果欠損金を生じた場合には、第８条に規定する割合により構成企業が欠損金を負担するものとする。
　（権利義務の譲渡の制限）
第15条　本協定書に基づく権利義務は他人に譲渡することができない。
　（業務途中における構成企業の脱退に対する措置）
第16条　構成企業は、発注者及び構成企業全員の承認がなければ、業務委託期間が終了する日までの間は、脱退することができない。
２　構成企業のうち業務途中において前項の規定により脱退した者がある場合においては、残存する構成企業が業務を完了する。
３　第２項の規定により構成企業のうち脱退した者があるときは、残存構成企業の出資の割合は、脱退構成企業が脱退前に有していたところの出資の割合を、残存構成企業が有している出資の割合により分割し、これを第８条に規定する割合に加えた割合とする。
４　脱退した構成企業の出資金の返還は、決算の際行うものとする。ただし、決算の結果欠損金を生じた場合には、脱退した構成企業の出資金から構成企業が脱退しなかった場合に負担すべき金額を控除した金額を返還するものとする。
５　決算の結果利益を生じた場合は、脱退した構成企業には利益金の配当は行わない。
　（構成企業の除名）
第16条の２　この共同企業体は、構成企業のうちいずれかが、業務途中において重要な義務の不履行その他の除名し得る正当な事由を生じた場合においては、他の構成企業全員及び発注者の承認により当該構成企業を除名することができるものとする。
２　前項の場合において、除名した構成企業に対してその旨を通知しなければならない。
３　第１項の規定により構成企業が除名された場合においては、前条第２項から第５項までを準用するものとする。
　（業務途中における構成企業の破産又は解散に対する措置）
第17条　構成企業のうちいずれかが業務途中において破産又は解散した場合においては、第16条第２項から第５項までを準用するものとする。
　（解散後の契約不適合責任）
第18条　この共同企業体が解散した後においても、当該業務につき契約不適合事項があったときは、各構成企業は共同連帯してその責めに任ずるものとする。
　（その他）
第19条　この協定書に定めのない事項については、運営委員会において定めるものとする。
　　　　　　　　　　　外　社は、上記のとおり　　　　　　　　　　　　　　　　　特定共同企業体協定を締結したので、その証としてこの協定書【　　　】通を作成し、構成企業が記名押印の上、各自１通を所有し、１通を岡山市長に提出するものとする。
　　　　令和　　年　　月　　日
住　　　　所　　　　　　　　　　　
商号又は名称　　　　　　　　　　　
代表者の氏名　　　　　　　　　　　
住　　　　所　　　　　　　　　　　
商号又は名称　　　　　　　　　　　
代表者の氏名　　　　　　　　　　　
様式第5号-4
令和　　年　　月　　日
特定共同企業体結成届出書（乙型JV）

岡山市長　　大森　雅夫 　様
届出者（特定共同企業体の代表者）
住　　　　所
商号又は名称
代表者の氏名　　　　　　　　　　　　　　　印
このたび、貴市が発注する岡山市可燃ごみ広域処理施設整備・運営事業の入札に参加したく、次のとおり特定共同企業体を結成したのでお届けします。
	特定共同企業体の名称
	

	構成企業
	商号又は名称
	許可番号
	許可年月日
	許可業種

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	工事の施工方法
	分担施工方式（運営管理業務にあっては分担管理方式）

	構成企業の担当工事
	

	
	

	
	


様式第5号-5
建設工事特定共同企業体協定書（乙型JV）
（目的）
第１条　この共同企業体は、次の建設工事を共同連帯して営むことを目的とする。
（１）　岡山市発注に係る岡山市可燃ごみ広域処理施設整備・運営事業における岡山市可燃ごみ広域処理施設建設工事（当該工事内容の変更に伴う業務を含む。以下、単に「建設工事」という。）の請負
（２） 前号に付帯する事業
（名称）
第２条　この共同企業体は、　　　　　　　　　　　　　　　　　　　特定共同企業体と称する。
（事務所の所在地）
第３条　この共同企業体は、事務所を　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　に置く。
（成立の時期及び解散の時期）
第４条　この共同企業体は、令和　　年　　月　　日に成立し、建設工事の請負契約の履行後３か月を経過するまでの間は、解散することができない。
２　前項の存続期間は、構成企業全員の同意を得て、これを延長することができる。
３　建設工事を請け負うことができなかったときは、この共同企業体は、前項の規定にかかわらず、建設工事に係る請負契約が締結された日に解散するものとする。
　（構成企業の住所及び名称）
第５条　この共同企業体の構成企業は、次のとおりとする。
住　　　　所
　　　　　商号又は名称
　　　　　住　　　　所
　　　　　商号又は名称
住　　　　所
　　　　　商号又は名称
　（代表者の名称）
第６条　この共同企業体は、　　　　　　　　　　　　　を代表者とする。
　（代表者の権限）
第７条　この共同企業体の代表者は、建設工事の実施に関し、この共同企業体を代表してその権限を行うことを名義上明らかにした上で、建設工事に係る契約の締結、発注者、監督官庁等と折衝する権限並びに請負代金（前払金を含む。）の請求、受領及びこの共同企業体に属する財産を管理する権限を有するものとする。
　（分担工事額）
第８条　各構成企業の建設工事の分担は、次のとおりとする。ただし、分担工事の一部につき発注者と契約内容の変更増減があったときは、それに応じて分担の変更があるものとする。
　　　　　商号又は名称　　　　　　　　　　　　　　　〇〇〇工事
　　　　　商号又は名称　　　　　　　　　　　　　　　〇〇〇工事
　　　　　商号又は名称　　　　　　　　　　　　　　　〇〇〇工事
２　前項に規定する分担工事の価額（運営委員会で定める。）については、別に定めるところによるものとする。
　（運営委員会）
第９条　企業体は、構成企業全員をもって運営委員会を設け、組織及び編成並びに建設工事の施工の基本に関する事項、資金管理方法、下請企業の決定その他の企業体の運営に関する基本的かつ重要な事項について協議の上決定し、建設工事の完成に当たるものとする。
　（構成企業の責任）
第10条　各構成企業は、建設工事の請負契約の履行及び下請契約その他の建設工事の実施に伴い企業体が負担する債務の履行に関し、連帯して責任を負うものとする。
　（取引金融機関）
第11条　企業体の取引金融機関は、　　　　　　　　　　とし、企業体の名称を冠した代表者名義の別口預金口座によって取引するものとする。
　（決　算）
第12条　企業体は、建設工事完成後決算するものとする。
　（構成企業の必要経費の分配）
第13条　構成企業はその分担工事の施工のため、運営委員会の定めるところにより必要な経費の分配を受けるものとする。
　（共通費用の分担）
第14条　建設工事施工中発生した共通の経費等については、分担工事額の割合により毎月１回運営委員会において、各構成企業の分担額を決定するものとする。
　（構成企業の相互間の責任の分担）
第15条　構成企業がその分担工事に関し、発注者及び第三者に与えた損害は、当該構成企業がこれを負担するものとする。
２ 構成企業が他の構成企業に損害を与えた場合においては、その責任につき関係構成企業が協議するものとする。
３ 前二項に規定する責任について協議がととのわないときは、運営委員会の決定に従うものとする。
４ 前三項の規定は、いかなる意味においても第10条に規定するこの共同企業体の責任を免れるものではない。
　（権利義務の譲渡の制限）
第16条　本協定書に基づく権利義務は他人に譲渡することができない。
　（工事途中における構成企業の脱退に対する措置）
第17条　構成企業は、発注者及び構成企業の承認がなければ、この共同企業体が建設工事を完成する日までの間は、脱退することができない。
２　構成企業のうち建設工事途中において前項の規定により脱退した者がある場合においては、残存する構成企業が建設工事を完了する。
３　第２項の規定により構成企業のうち脱退した者があるときは、残存構成企業の出資の割合は、脱退構成企業が脱退前に有していたところの出資の割合を、残存構成企業が有している出資の割合により分割し、これを第８条に規定する割合に加えた割合とする。
４　脱退した構成企業の出資金の返還は、決算の際行うものとする。ただし、決算の結果欠損金を生じた場合には、脱退した構成企業の出資金から構成企業が脱退しなかった場合に負担すべき金額を控除した金額を返還するものとする。
５　決算の結果利益を生じた場合は、脱退した構成企業には利益金の配当は行わない。
　（構成企業の除名）
第17条の２　この共同企業体は、構成企業のうちいずれかが、建設工事途中において重要な義務の不履行その他の除名し得る正当な事由を生じた場合においては、他の構成企業全員及び発注者の承認により当該構成企業を除名することができるものとする。
２　前項の場合において、除名した構成企業に対してその旨を通知しなければならない。
３　第１項の規定により構成企業が除名された場合においては、前条第２項から第５項までを準用するものとする。
　（建設工事途中における構成企業の破産又は解散に対する措置）
第18条　構成企業のうちいずれかが建設工事途中において破産又は解散した場合においては、第17条第２項から第５項までを準用するものとする。
　（解散後の契約不適合責任）
第19条　この共同企業体が解散した後においても、当該建設工事につき契約不適合事項があったときは、各構成企業は共同連帯してその責めに任ずるものとする。
　（その他）
第20条　この協定書に定めのない事項については、運営委員会において定めるものとする。
　　　　　　　　　　　外　社は、上記のとおり　　　　　　　　　　　　　　　　　特定共同企業体協定を締結したので、その証としてこの協定書【　　　】通を作成し、構成企業が記名押印の上、各自１通を所有し、１通を岡山市長に提出するものとする。
　　　　令和　　年　　月　　日
住　　　　所　　　　　　　　　　　
商号又は名称　　　　　　　　　　　
代表者の氏名　　　　　　　　　　　
住　　　　所　　　　　　　　　　　
商号又は名称　　　　　　　　　　　
代表者の氏名　　　　　　　　　　　
住　　　　所　　　　　　　　　　　
商号又は名称　　　　　　　　　　　
代表者の氏名　　　　　　　　　　　
様式第5号-6
運営管理業務特定共同企業体協定書（乙型JV）
（目的）
第１条　この共同企業体は、次の業務を共同連帯して営むことを目的とする。
（１）　岡山市発注に係る岡山市可燃ごみ広域処理施設整備・運営事業における岡山市可燃ごみ広域処理施設運営管理業務（当該業務内容の変更に伴う業務を含む。以下、単に「業務」という。）の受託
（２） 前号に付帯する事業又は業務
（名称）
第２条　この共同企業体は、　　　　　　　　　　　　　　　　　　　特定共同企業体と称する。
（事務所の所在地）
第３条　この共同企業体は、事務所を　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　に置く。
（成立の時期及び解散の時期）
第４条　この共同企業体は、令和　　年　　月　　日に成立し、業務の委託契約の履行後３か月を経過するまでの間は、解散することができない。
２　前項の存続期間は、構成企業全員の同意を得て、これを延長することができる。
３　業務を受託することができなかったときは、この共同企業体は、前項の規定にかかわらず、当業務に係る委託契約が締結された日に解散するものとする。
　（構成企業の住所及び名称）
第５条　この共同企業体の構成企業は、次のとおりとする。
住　　　　所
　　　　　商号又は名称
　　　　　住　　　　所
　　　　　商号又は名称
　（代表者の名称）
第６条　この共同企業体は、　　　　　　　　　　　　　を代表者とする。
　（代表者の権限）
第７条　この共同企業体の代表者は、第１条に規定する業務の実施に関し、この共同企業体を代表してその権限を行うことを名義上明らかにした上で、業務に係る契約の締結、発注者、監督官庁等と折衝する権限並びに委託料の請求、受領及びこの共同企業体に属する財産を管理する権限を有するものとする。
　（分担業務額）
第８条　各構成企業の業務の分担は、次のとおりとする。ただし、当該業務について発注者と契約内容の変更増減があったときは、それに応じて分担の変更があるものとする。
　　　　　商号又は名称　　　　　　　　　　　　　　　　　〇〇業務
　　　　　商号又は名称　　　　　　　　　　　　　　　　　〇〇業務
２　前項に規定する分担業務の価額（運営委員会で定める。）については、別に定めるところによるものとする。
　（運営委員会）
第９条　企業体は、構成企業全員をもって運営委員会を設け、組織及び編成並びに業務の履行の基本に関する事項、資金管理方法、下請企業の決定その他の企業体の運営に関する基本的かつ重要な事項について協議の上決定し、業務の完了に当たるものとする。
　（構成企業の責任）
第10条　各構成企業は、業務の委託契約の履行及び再委託契約その他の業務の実施に伴いこの共同企業体が負担する債務の履行に関し、連帯して責任を負うものとする。
　（取引金融機関）
第11条　この共同企業体の取引金融機関は、　　　　　　　　　　とし、この共同企業体の名称を冠した代表者名義の別口預金口座によって取引するものとする。
　（決算）
第12条　この共同企業体は、年度の業務完了の都度当該業務について決算するものとする。
　（構成企業の必要経費の分担）
第13条　構成企業はその分担業務の履行のため、運営委員会の定めるところにより必要な経費の分配を受けるものとする。
　（共通費用の分担）
第14条　業務中発生した共通の経費等については、分担業務額の割合により毎月１回運営委員会において、各構成企業の分担額を決定するものとする。
　（権利義務の譲渡の制限）
第15条　本協定書に基づく権利義務は他人に譲渡することができない。
　（業務途中における構成企業の脱退に対する措置）
第16条　構成企業は、発注者及び構成企業全員の承認がなければ、業務委託期間が終了する日までの間は、脱退することができない。
２　構成企業のうち業務途中において前項の規定により脱退した者がある場合においては、残存する構成企業が業務を完了する。
３　第２項の規定により構成企業のうち脱退した者があるときは、残存構成企業の出資の割合は、脱退構成企業が脱退前に有していたところの出資の割合を、残存構成企業が有している出資の割合により分割し、これを第８条に規定する割合に加えた割合とする。
４　脱退した構成企業の出資金の返還は、決算の際行うものとする。ただし、決算の結果欠損金を生じた場合には、脱退した構成企業の出資金から構成企業が脱退しなかった場合に負担すべき金額を控除した金額を返還するものとする。
５　決算の結果利益を生じた場合は、脱退した構成企業には利益金の配当は行わない。
　（構成企業の除名）
第16条の２　この共同企業体は、構成企業のうちいずれかが、業務途中において重要な義務の不履行その他の除名し得る正当な事由を生じた場合においては、他の構成企業全員及び発注者の承認により当該構成企業を除名することができるものとする。
２　前項の場合において、除名した構成企業に対してその旨を通知しなければならない。
３　第１項の規定により構成企業が除名された場合においては、前条第２項から第５項までを準用するものとする。
　（業務途中における構成企業の破産又は解散に対する措置）
第17条　構成企業のうちいずれかが業務途中において破産又は解散した場合においては、第16条第２項から第５項までを準用するものとする。
　（解散後の契約不適合責任）
第18条　この共同企業体が解散した後においても、当該業務につき契約不適合事項があったときは、各構成企業は共同連帯してその責めに任ずるものとする。
　（その他）
第19条　この協定書に定めのない事項については、運営委員会において定めるものとする。
　　　　　　　　　　　外　社は、上記のとおり　　　　　　　　　　　　　　　　　特定共同企業体協定を締結したので、その証としてこの協定書【　　　】通を作成し、構成企業が記名押印の上、各自１通を所有し、１通を岡山市長に提出するものとする。
　　　　令和　　年　　月　　日
住　　　　所　　　　　　　　　　　
商号又は名称　　　　　　　　　　　
代表者の氏名　　　　　　　　　　　
住　　　　所　　　　　　　　　　　
商号又は名称　　　　　　　　　　　
代表者の氏名　　　　　　　　　　　
様式第6号

各業務を担当する者の要件を証明する書類

令和　　年　　月　　日

グループ名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
様式第6号-1
「入札説明書　第３－１－（２）－１）－エ」を証する書類

	グループ名
	

	設計企業の称号又は名称
	


	建築物に関する設計実績

	工事名
	

	施工場所
	

	発注者名
	

	受注形態
	

	施工期間
	

	施設の稼動開始年月
	

	施設の処理方式
	

	施設の処理能力
	


※設計実績は1施設のみを記載してください。

※受注形態について、単体又は特定建設工事共同企業体構成員の別を示してください。また、後者の場合は、出資比率を記載してください。

※（財）日本建設情報総合センターの竣工時の登録内容確認書（竣工時工事カルテ受領書及び竣工登録工事カルテ受領書は認めない。）の写し及び実績が確認できる書類（写し可）、又は施工実績証明書（入札参加資格確認用）（様式第6号-1（別紙）（写し可））を添付してください。なお、実績が確認できる書類とは、工法・規模等を証する資料（付近見取図、配置図、面積表、平面図、立面図、断面図、構造がわかる図面等。CORINSの竣工時の登録内容確認書（竣工時工事カルテ受領書及び竣工登録工事カルテ受領書は認めない。）の写しを添付する場合は、必ず１棟が確認できる図面を添付してください。施工実績証明書を添付する場合も、工事概要で１棟が確認できない場合は、必ず１棟を確認できる図面を添付してください。）（写し可）。また、民間工事の場合は施工実績証明書（入札参加資格確認用）（写し可）に加えて当該工事の請負契約書の写し及び経営事項審査の際提出する工事経歴書の写し等も添付してください。

※共同施工型共同企業体での施工実績については、出資比率が確認できない場合は、施工実績と認めません。

様式第6号-2
「入札説明書　第３－１－（２）－２）－オ」を証する書類

	グループ名
	

	解体企業の称号又は名称
	


	解体撤去工事に関する施工実績

	工事名
	

	施工場所
	

	発注者名
	

	受注形態
	

	施工期間
	


※解体実績は1施設のみを記載してください。

※受注形態について、単体又は特定建設工事共同企業体構成員の別を示してください。また、後者の場合は、出資比率を記載してください。

※（財）日本建設情報総合センターの竣工時の登録内容確認書（竣工時工事カルテ受領書及び竣工登録工事カルテ受領書は認めない。）の写し及び実績が確認できる書類（写し可）、又は施工実績証明書（入札参加資格確認用）（様式第6号-2（別紙）（写し可））を添付してください。なお、実績が確認できる書類とは、工法・規模等を証する資料（付近見取図、配置図、面積表、平面図、立面図、断面図、構造がわかる図面等。CORINSの竣工時の登録内容確認書（竣工時工事カルテ受領書及び竣工登録工事カルテ受領書は認めない。）の写しを添付する場合は、必ず解体対象施設の概要が確認できる図面を添付してください。施工実績証明書を添付する場合も、工事概要で解体対象施設の概要が確認できない場合は、必ず解体対象施設の概要を確認できる図面を添付してください。）（写し可）。また、民間工事の場合は施工実績証明書（入札参加資格確認用）（写し可）に加えて当該工事の請負契約書の写し及び経営事項審査の際提出する工事経歴書の写し等も添付してください。

※共同施工型共同企業体での施工実績については、出資比率が確認できない場合は、施工実績と認めません。

様式第6号-3
「入札説明書　第３－１－（２）－３）－オ」を証する書類

	グループ名
	

	土木建築建設企業の称号又は名称
	


	建築物に関する建設実績

	工事名
	

	施工場所
	

	発注者名
	

	受注形態
	

	施工期間
	

	施設の稼動開始年月
	

	施設の構造
	

	施設の階数
	

	施設の延床面積
	


※建設実績は1施設のみを記載してください。

※受注形態について、単体又は特定建設工事共同企業体構成員の別を示してください。また、後者の場合は、出資比率を記載してください。

※（財）日本建設情報総合センターの竣工時の登録内容確認書（竣工時工事カルテ受領書及び竣工登録工事カルテ受領書は認めない。）の写し及び実績が確認できる書類（写し可）、又は施工実績証明書（入札参加資格確認用）（様式第6号-3（別紙）（写し可））を添付してください。なお、実績が確認できる書類とは、工法・規模等を証する資料（付近見取図、配置図、面積表、平面図、立面図、断面図、構造がわかる図面等。CORINSの竣工時の登録内容確認書（竣工時工事カルテ受領書及び竣工登録工事カルテ受領書は認めない。）の写しを添付する場合は、必ず１棟が確認できる図面を添付してください。施工実績証明書を添付する場合も、工事概要で１棟が確認できない場合は、必ず１棟を確認できる図面を添付してください。）（写し可）。また、民間工事の場合は施工実績証明書（入札参加資格確認用）（写し可）に加えて当該工事の請負契約書の写し及び経営事項審査の際提出する工事経歴書の写し等も添付してください。

※共同施工型共同企業体での施工実績については、出資比率が確認できない場合は、施工実績と認めません。

※１棟当たりの延べ面積が確認できない場合は、施工実績と認めません。なお、渡り廊下で接続された同一棟の場合は、渡り廊下及び渡り廊下で接続された部分の面積は含まないものとします。

様式第6号-4
「入札説明書　第３－１－（２）－４）－エ」を証する書類

	グループ名
	

	プラント建設企業の商号又は名称
	


	地方公共団体の一般廃棄物処理施設に関する建設実績

	工事名
	

	施工場所
	

	発注者名
	

	受注形態
	

	施工期間
	

	施設の稼動開始年月
	

	施設の処理方式
	

	施設の処理能力
	


※建設実績は1施設のみを記載してください。

※受注形態について、単体又は特定建設工事共同企業体構成員の別を示してください。また、後者の場合は、出資比率を記載してください。

※（財）日本建設情報総合センターの竣工時の登録内容確認書（竣工時工事カルテ受領書及び竣工登録工事カルテ受領書は認めない。）の写し及び実績が確認できる書類（写し可）、又は施工実績証明書（入札参加資格確認用）（様式第6号-4（別紙）（写し可））を添付してください。なお、実績が確認できる書類とは、処理方式・処理能力等を証する資料（廃棄物処理施設設置届けの写し等）をいう。
※共同施工型共同企業体での施工実績については、出資比率が確認できない場合は、施工実績と認めません。

様式第6号-5
「入札説明書　第３－１－（２）－５）－ウ～オ」を証する書類

	グループ名
	

	運営管理事業者の商号又は名称
	


	一般廃棄物処理施設の運営管理業務実績

	一般廃棄物処理施設の運営管理業務に当たる者の商号又は名称
	

	施設の名称
	

	施設の処理方式
	

	施設の処理能力
	

	運転管理施設の設置者(所有者)
	

	運転管理期間
	

	運転管理業務の内容・範囲
	


※運営管理実績は1施設のみを記載してください。

※運営管理施設が自社施設の場合、当該施設の設置許可に関する書類の写しを添付してください。
※業務実績証明書（入札参加資格確認用）（様式第6号-5（別紙）（写し可））又は委託契約書の写し及び実績が確認できる書類の写しを添付してください。なお、実績が確認できる書類とは、処理方式・処理能力及び運転管理業務の内容等を確認できる資料をいう。
※ＳＰＣを組成する事業における運転管理業務の実績の場合は、当該事業に係る事業契約書等の写しを添付してください。

様式第6号-6
「入札説明書　第３－１－（２）－６）－ウ」を証する書類

	グループ名
	

	焼却灰運搬企業の商号又は名称
	


	一般貨物自動車運送業許可番号
	


※一般貨物自動車運送業許可を証明する書類（一般貨物自動車運送業許可証明書等）の写しを添付すること。
様式第6号-6
「入札説明書　第３－１－（２）－６）－ウ」を証する書類

	グループ名
	

	飛灰運搬企業の商号又は名称
	


	一般貨物自動車運送業許可番号
	


※一般貨物自動車運送業許可を証明する書類（一般貨物自動車運送業許可証明書等）の写しを添付すること。
様式第6号-7
「入札説明書　第３－１－（２）－７）－エ」を証する書類

	グループ名
	

	焼却灰資源化企業の商号又は名称
	


	一般廃棄物処理施設から生じる焼却灰の資源化処理実績

	一般廃棄物処理施設から生じる焼却灰の資源化に当たる者の商号又は名称
	

	施設の名称
	

	資源化処理方式
	

	資源化処理能力
	

	業務委託期間
	

	資源化業務の内容・範囲
	


※資源化実績は1施設のみを記載してください。

※資源化施設が自社施設の場合、当該施設の設置許可に関する書類の写しを添付してください。
※業務実績証明書（入札参加資格確認用）（様式第6号-7（別紙）（写し可））又は委託契約書の写し及び実績が確認できる書類の写しを添付してください。
※入札参加表明時点において、施設を建設中であり、試運転開始までに供用を開始する施設の場合は、入札参加表明時点における工事の状況、供用開始年月、施設概要等を添付してください。

様式第6号-7
「入札説明書　第３－１－（２）－７）－エ」を証する書類

	グループ名
	

	飛灰資源化企業の商号又は名称
	


	一般廃棄物処理施設から生じる飛灰の資源化処理実績

	一般廃棄物処理施設から生じる飛灰の資源化に当たる者の商号又は名称
	

	施設の名称
	

	資源化処理方式
	

	資源化処理能力
	

	業務委託期間
	

	資源化業務の内容・範囲
	


※資源化実績は1施設のみを記載してください。

※資源化施設が自社施設の場合、当該施設の設置許可に関する書類の写しを添付してください。
※業務実績証明書（入札参加資格確認用）（様式第6号-7（別紙）（写し可））又は委託契約書の写し及び実績が確認できる書類の写しを添付してください。
　※入札参加表明時点において、施設を建設中であり、試運転開始までに供用を開始する施設の場合は、入札参加表明時点における工事の状況、供用開始年月、施設概要等を添付してください。

様式第7号

入札辞退届

令和　　年　　月　　日

岡山市長　　様

	グループ名
	

	代表企業　商号又は名称
	

	住所
	

	代表者名
	
	㊞


令和3年4月8日付で公表された「岡山市可燃ごみ広域処理施設整備・運営事業」について、入札参加表明の確認を認められましたが、都合により入札を辞退します。

記

１　入札方法　　　総合評価一般競争入札

２　公告年月日　　令和3年4月8日

３　事業名称　　　岡山市可燃ごみ広域処理施設整備・運営事業
４　履行場所　　　岡山市南区豊成一丁目4番1号
	５　連絡先
	商号又は名称
	

	
	所属
	

	
	氏名
	
	

	
	電話
	

	
	FAX
	

	
	E-mail
	


様式第8号-1
岡山市可燃ごみ広域処理施設整備・運営事業

技術評価項目提案書

令和　　年　　月　　日

グループ名　　　正本のみ記載すること。　　　　　　　　
※入札提案に係る全ての書類のページ右下に、市から送付された入札参加表明確認結果通知書に記入されている受付グループ名を付すこと。
※様式8号（別紙）技術評価項目提案書を参照し、本様式を作成し、本紙を表紙にすること。
様式第8号-2
岡山市可燃ごみ広域処理施設整備・運営事業

改善後技術評価項目提案書

令和　　年　　月　　日

グループ名　　　正本のみ記載すること。　　　　　　　　
※入札提案に係る全ての書類のページ右下に、市から送付された入札参加表明確認結果通知書に記入されている受付グループ名を付すこと。
※様式8号（別紙）技術評価項目提案書及び改善通知を参照し、本様式を作成し、本紙を表紙にすること。

様式第9号-1
岡山市可燃ごみ広域処理施設整備・運営事業

技術提案書（本編）

令和　　年　　月　　日

グループ名　　　正本のみ記載すること。　　　　　　　　
※入札提案に係る全ての書類のページ右下に、市から送付された入札参加表明確認結果通知書に記入されている受付グループ名を付すこと。
※様式9号（別紙1）技術提案書作成要領を参照し、本様式を作成すること。
様式第9号-2
岡山市可燃ごみ広域処理施設整備・運営事業

改善後技術提案書（本編）

令和　　年　　月　　日

グループ名　　　正本のみ記載すること。　　　　　　　　
※入札提案に係る全ての書類のページ右下に、市から送付された入札参加表明確認結果通知書に記入されている受付グループ名を付すこと。
※様式9号（別紙1）技術提案書作成要領及び改善通知を参照し、本様式を作成すること。

様式第10号

要求水準に関する確認書

令和 　年 　月 　日

岡山市長　　様

	グループ名
	

	代表企業　商号又は名称
	

	住所
	

	代表者名
	
	㊞


令和３年４月８日付で公表された「岡山市可燃ごみ広域処理施設整備・運営事業」の入札に対する改善技術提案書の一式は、入札説明書等に規定された要求水準と同等又はそれ以上の水準であることを誓約します。
様式第11号

入　札　書

令和　　年　　月　　日

岡山市長　　様

	グループ名
	

	代表企業　商号又は名称
	

	住所
	

	代表者名
	
	㊞


　事業名称　　岡山市可燃ごみ広域処理施設整備・運営事業
岡山市契約規則（令和元年規則第63号）及び入札説明書等並びに現場等熟知承諾の上、下記のとおり提出します。
	入札価格
	
	百
	十
	億
	千
	百
	十
	万
	千
	百
	十
	円

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	



※入札価格は、課税事業者、免税事業者を問わず消費税及び地方消費税を含まない積算総額を記入すること。

※入札価格は、様式第11号-1「建設工事費内訳書」及び様式第11号-2「運営管理費内訳書」の合計とすること。

※金額は、1枠に1字ずつアラビア数字で記入し、頭書に￥の記号を付記すること。

※押印は、あらかじめ岡山市に届け出た印判にしてください。
※入札書の提出用封筒に入れ、封緘して提出してください。
※以下の様式については、別添、Microsoft Excelファイルをダウンロードして記入して下さい。
様式第11号-1

建設工事費内訳書
様式第11号-2
運営管理費内訳書
※本様式は、運営管理業務におけるＳＰＣ設置の有無により、適切な様式を提出すること。

様式第12号

委任状（開札の立会い）

令和　　年　　月　　日

岡山市長　　様

	グループ名
	

	代表企業代表者　商号又は名称
	

	住所
	

	代表者名
	
	㊞


私儀、この度次の者を代理人と定め下記の権限を代理人に委任します。

	代理人　　　　氏名
	　

	　　　　　　　住所
	

	使用印章
	㊞
	


記

１　事業名称　　　岡山市可燃ごみ広域処理施設整備・運営事業
２　委任事項　　　上記事業の入札の立会いに関する一切の権限
様式第13号［1/2］
一般競争入札参加資格確認申請書

令和　　年　　月　　日

岡山市長　　様

	グループ名
	

	代表企業　商号又は名称
	

	住所
	

	代表者名
	
	㊞


下記事業に係る入札参加資格を確認されたく、必要な書類を添えて申請します。なお、当グループは、入札説明書に示された参加資格要件を満たす者であり、当該入札に係る契約を締結する能力を有しない者、破産者で復権を得ない者でないこと並びにこの申請書及び添付書類の内容は事実と相違ないことを誓約します。

記

１　入札方法　　　総合評価一般競争入札

２　公告年月日　　令和３年４月８日

３　事業名称　　　岡山市可燃ごみ広域処理施設整備・運営事業
４　履行場所　　　岡山市南区豊成一丁目4番1号ほか
	５　連絡先
	商号又は名称　
	

	
	所属　
	

	
	氏名　
	
	

	
	電話　
	

	
	FAX　
	

	
	E-mail　
	


様式第13号［2/2］

６　添付書類

	設計企業について必要な書類

	□

□
□
	指名停止等措置状況調書（様式第14号）

契約締結先（契約締結に係る委任先がある場合は委任先）の建築士事務所登録証明書（発行日が本入札の開札日から3か月以内のもの）（写し可）
配置予定技術者等調書（様式第15号-1）(入札説明書　第３－１－（２）－１)－オ関係)

	解体企業について必要な書類

	□

□
□
	指名停止等措置状況調書（様式第14号）

建築工事業に係る建設業許可証明書（発行日が本入札の開札日から3か月以内のもの）(写し可)
配置予定技術者等調書（様式第15号-2）(入札説明書　第３－１－（２）－２)－ウ関係)

	土木建築建設企業について必要な書類

	□

□
	指名停止等措置状況調書（様式第14号）

建築工事業に係る建設業許可証明書（発行日が本入札の開札日から3か月以内のもの）(写し可)

	□
	配置予定技術者等調書（様式第16号）(入札説明書　第３－１－（２）－３)－ウ及びエ関係)

	プラント建設企業について必要な書類

	□

□
	指名停止等措置状況調書（様式第14号）

清掃施設工事業に係る建設業許可証明書（発行日が本入札の開札日から3か月以内のもの）(写し可)

	□
	配置予定技術者等調書（様式第17号）(入札説明書　第３－１－（２）－４)－ウ関係)

	運営管理企業について必要な書類

	□

□
	指名停止等措置状況調書（様式第14号）

廃棄物の処理及び清掃に関する法律に基づく刑罰状況調書（様式第18号）(入札説明書　第３－１－（２）－５)－イ関係)

	□
	配置予定技術者等調書（様式第19号）(入札説明書　第３－１－（２）－５)－カ関係)

	□
	技術者に関する誓約書（様式第20号）

	焼却灰運搬企業について必要な書類

	□

□
□
	指名停止等措置状況調書（様式第14号）

貨物自動車運送事業法に係る一般貨物自動車運送業許可（発行日が本入札の開札日から3か月以内のもの）(写し可)
廃棄物の処理及び清掃に関する法律に基づく刑罰状況調書（様式第21号）(入札説明書　第３－１－（２）－６)－イ関係)

	飛灰運搬企業について必要な書類

	□

□
□
	指名停止等措置状況調書（様式第14号）

貨物自動車運送事業法に係る一般貨物自動車運送業許可（発行日が本入札の開札日から3か月以内のもの）(写し可)
廃棄物の処理及び清掃に関する法律に基づく刑罰状況調書（様式第22号）(入札説明書　第３－１－（２）－６)－イ関係)

	焼却灰資源化企業について必要な書類

	□

□
	指名停止等措置状況調書（様式第14号）

廃棄物の処理及び清掃に関する法律に基づく刑罰状況調書（様式第23号）(入札説明書　第３－１－（２）－７)－イ関係)

	飛灰資源化企業について必要な書類

	□

□
	指名停止等措置状況調書（様式第14号）

廃棄物の処理及び清掃に関する法律に基づく刑罰状況調書（様式第24号）(入札説明書　第３－１－（２）－７)－イ関係)


※添付書類名をチェックしてください。

様式第14号
指名停止等措置状況調書
	グループ名
	

	［　　　　　　　］企業の商号又は名称
	


※構成企業ごとに本様式を作成してください。

	岡山市以外の公共機関から指名停止、指名留保等の措置を受けているかどうか
	措置を受けていない　・　措置を受けている

（該当するほうを ○ で囲んでください。）


上記措置を受けている場合は以下に記載してください。

	公共機関名
	

	措置期間
	

	措置理由
	

	その他
	


※この調書は、今回発注事業の一般競争入札参加資格確認申請時に提出するとともに、その後契約締結日までの間に上記措置を受けたときは、速やかに必要事項を記載して届け出てください。

様式第15号-1

配置予定技術者等調書

（入札説明書　第３－１－（２）－１)－オ関係）

	グループ名
	

	設計企業の商号又は名称
	


	配置予定技術者氏名
	

	法定資格等
	


	公告に定める有資格者の氏名
	

	資格の種類
	一級建築士


	配置予定現場代理人

氏名
	（□ 営業所における専任技術者ではない）


	添付書類
	□
	本工事で必要とされる技術・資格を証する書面の写し（合格証明書等）

	
	
	

	
	□
	雇用の証となる健康保険被保険者証等の写し


※配置予定技術者及び当該入札参加資格に必要なその他の有資格者は、公告に定める開札日時において、継続して3ヶ月以上の直接的かつ恒常的な雇用が確認できる者に限る。

※配置予定技術者は、本件事業の建設業務着手時において、他の工事に配置していないこと。

※落札者は、配置予定技術者等調書に記入した配置予定技術者をこの工事の主任技術者又は監理技術者として配置すること。ただし、当該配置予定技術者が病休、退職等の特別な場合に限り、同等の資格要件を満たす別の技術者に変更することができるものとする。
様式第15号-2

配置予定技術者等調書

（入札説明書　第３－１－（２）－２)－ウ関係）

	グループ名
	

	解体企業の商号又は名称
	


	配置予定技術者氏名
	※営業所における専任技術者は当該工事の技術者として配置できません。

	法定資格等
	


	その他公告に定める有資格者の氏名
	

	資格の種類
	


	配置予定現場代理人

氏名
	（□ 営業所における専任技術者ではない）


	添付書類
	□
	本工事で必要とされる技術・資格を証する書面の写し（合格証明書等）

	
	□
	監理技術者資格者証及び講習修了証の写し　　

	
	□
	雇用の証となる健康保険被保険者証等の写し


※配置予定技術者及び当該入札参加資格に必要なその他の有資格者は、公告に定める開札日時において、継続して3ヶ月以上の直接的かつ恒常的な雇用が確認できる者に限る。

※配置予定技術者は、本件事業の建設業務着手時において、他の工事に配置していないこと。

※落札者は、配置予定技術者等調書に記入した配置予定技術者をこの工事の主任技術者又は監理技術者として配置すること。ただし、当該配置予定技術者が病休、退職等の特別な場合に限り、同等の資格要件を満たす別の技術者に変更することができるものとする。
様式第16号
配置予定技術者等調書

（入札説明書　第３－１－（２）－３)－ウ及びエ関係）

	グループ名
	

	土木建築建設企業の商号又は名称
	


	配置予定技術者氏名
	※営業所における専任技術者は当該工事の技術者として配置できません。

	法定資格等
	


	その他公告に定める有資格者の氏名
	

	資格の種類
	一級建築士


	配置予定現場代理人

氏名
	（□ 営業所における専任技術者ではない）


	添付書類
	□
	本工事で必要とされる技術・資格を証する書面の写し（合格証明書等）

	
	□
	監理技術者資格者証及び講習修了証の写し　　

	
	□
	雇用の証となる健康保険被保険者証等の写し


※配置予定技術者及び当該入札参加資格に必要なその他の有資格者は、公告に定める開札日時において、継続して3ヶ月以上の直接的かつ恒常的な雇用が確認できる者に限る。

※配置予定技術者は、本件事業の建設業務着手時において、他の工事に配置していないこと。

※落札者は、配置予定技術者等調書に記入した配置予定技術者をこの工事の主任技術者又は監理技術者として配置すること。ただし、当該配置予定技術者が病休、退職等の特別な場合に限り、同等の資格要件を満たす別の技術者に変更することができるものとする。
様式第17号
配置予定技術者等調書

（入札説明書　第３－１－（２）－４)－ウ関係）

	グループ名
	

	プラント建設企業の商号又は名称
	


	配置予定技術者氏名
	※営業所における専任技術者は当該工事の技術者として配置できません。

	法定資格等
	


	その他公告に定める有資格者の氏名
	

	資格の種類
	


	配置予定現場代理人

氏名
	（□ 営業所における専任技術者ではない）


	添付書類
	□
	本工事で必要とされる技術・資格を証する書面の写し（合格証明書等）

	
	□
	監理技術者資格者証及び講習修了証の写し　　

	
	□
	雇用の証となる健康保険被保険者証等の写し


※配置予定技術者及び当該入札参加資格に必要なその他の有資格者は、公告に定める開札日時において、継続して3ヶ月以上の直接的かつ恒常的な雇用が確認できる者に限る。

※配置予定技術者は、本件事業の建設業務着手時において、他の工事に配置していないこと。

※落札者は、配置予定技術者等調書に記入した配置予定技術者をこの工事の主任技術者又は監理技術者として配置すること。ただし、当該配置予定技術者が病休、退職等の特別な場合に限り、同等の資格要件を満たす別の技術者に変更することができるものとする。

様式第18号
廃棄物の処理及び清掃に関する法律に基づく刑罰状況調書

（入札説明書　第３－１－（２）－５）－イ関係）

	グループ名
	

	運営管理企業の商号又は名称
	


	開札日から5年以内において、廃棄物中間処理施設の運転管理に直接起因し、廃棄物の処理及び清掃に関する法律に基づく罰金以上の刑に処せられ、その執行を終わり、又は執行を受けることがなくなったことの有無
	有　・　無

（該当するほうを ○ で囲んでください。）


	※上記有に該当する場合は、刑の内容、執行状況などを記載してください。




※この調書は、今回発注事業の一般競争入札参加資格確認申請時に提出するとともに、その後契約締結日までの間に上記刑に処されたときは、速やかに必要事項を記載して届け出てください。

様式第19号
配置予定技術者等調書

（入札説明書　第３－１－（２）－５）－カ関係）

	グループ名
	

	本施設の運営業務を行う者の商号又は名称
	


	配置予定技術者氏名
	

	法令による資格
	

	業務経験
	現場総括責任者として業務を実施した施設の名称
	

	
	現場総括責任者として業務を実施した施設の概要（施設規模）
	

	
	現場総括責任者として業務を実施した施設の設置者
	

	
	現場総括責任者として業務を実施した期間
	

	添付書類
	□
	法令による資格を証する書類の写し。なお、法令による資格とは、廃棄物処理施設技術管理者（一般廃棄物処理施設）になりうる資格をいう。

	
	□
	雇用の証となる健康保険被保険者証等の写し

	
	□
	現場総括責任者として業務を行った施設の運転管理を業務として受託している場合、当該業務を受託していることを証する書類（契約書の写し）、及び施設概要が分かる書類の写し


※業務経験は1施設のみを記載してください。

※配置予定技術者は、本施設の運営開始日において、他の施設に配置していないこと。

※落札者は、配置予定技術者等調書に記入した配置予定技術者を本件事業の現場総括責任者かつ廃棄物処理施設技術管理者として本施設の運営開始後1年間以上専任で配置すること。ただし、当該配置予定技術者が病休、退職等の特別な場合に限り、同等の資格要件を満たす別の技術者に変更することができるものとする。

様式第20号

技術者に関する誓約書
令和 　年 　月 　日

岡山市長　　様

	グループ名
	

	運営管理企業の商号又は名称
	　　　　　　　　　　　　　　　　


岡山市可燃ごみ広域処理施設整備・運営事業を落札、契約した場合は、配置予定技術者等調書（様式第19号）に記入した配置予定技術者を本件事業の現場総括責任者かつ廃棄物処理施設技術管理者として本施設の運営開始後１年間以上専任で配置することを誓約します。

様式第21号
廃棄物の処理及び清掃に関する法律に基づく刑罰状況調書

（入札説明書　第３－１－（２）－６）－イ関係）

	グループ名
	

	焼却灰運搬企業の商号又は名称
	


	開札日から5年以内において、廃棄物中間処理施設の運転管理に直接起因し、廃棄物の処理及び清掃に関する法律に基づく罰金以上の刑に処せられ、その執行を終わり、又は執行を受けることがなくなったことの有無
	有　・　無

（該当するほうを ○ で囲んでください。）


	※上記有に該当する場合は、刑の内容、執行状況などを記載してください。




※この調書は、今回発注事業の一般競争入札参加資格確認申請時に提出するとともに、その後契約締結日までの間に上記刑に処されたときは、速やかに必要事項を記載して届け出てください。
※3 一般貨物自動車運送業許可を証明する書類（一般貨物自動車運送業許可証明書等）の写しを添付すること。
様式第22号
廃棄物の処理及び清掃に関する法律に基づく刑罰状況調書

（入札説明書　第３－１－（２）－６）－イ関係）

	グループ名
	

	飛灰運搬企業の商号又は名称
	


	開札日から5年以内において、廃棄物中間処理施設の運転管理に直接起因し、廃棄物の処理及び清掃に関する法律に基づく罰金以上の刑に処せられ、その執行を終わり、又は執行を受けることがなくなったことの有無
	有　・　無

（該当するほうを ○ で囲んでください。）


	※上記有に該当する場合は、刑の内容、執行状況などを記載してください。




※この調書は、今回発注事業の一般競争入札参加資格確認申請時に提出するとともに、その後契約締結日までの間に上記刑に処されたときは、速やかに必要事項を記載して届け出てください。

様式第23号
廃棄物の処理及び清掃に関する法律に基づく刑罰状況調書

（入札説明書　第３－１－（２）－７）－イ関係）

	グループ名
	

	焼却灰資源化企業の商号又は名称
	


	開札日から5年以内において、廃棄物中間処理施設の運転管理に直接起因し、廃棄物の処理及び清掃に関する法律に基づく罰金以上の刑に処せられ、その執行を終わり、又は執行を受けることがなくなったことの有無
	有　・　無

（該当するほうを ○ で囲んでください。）


	※上記有に該当する場合は、刑の内容、執行状況などを記載してください。




※この調書は、今回発注事業の一般競争入札参加資格確認申請時に提出するとともに、その後契約締結日までの間に上記刑に処されたときは、速やかに必要事項を記載して届け出てください。

様式第24号
廃棄物の処理及び清掃に関する法律に基づく刑罰状況調書

（入札説明書　第３－１－（２）－７）－イ関係）

	グループ名
	

	飛灰資源化企業の商号又は名称
	


	開札日から5年以内において、廃棄物中間処理施設の運転管理に直接起因し、廃棄物の処理及び清掃に関する法律に基づく罰金以上の刑に処せられ、その執行を終わり、又は執行を受けることがなくなったことの有無
	有　・　無

（該当するほうを ○ で囲んでください。）


	※上記有に該当する場合は、刑の内容、執行状況などを記載してください。




※この調書は、今回発注事業の一般競争入札参加資格確認申請時に提出するとともに、その後契約締結日までの間に上記刑に処されたときは、速やかに必要事項を記載して届け出てください。
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